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現下の世界経済情勢を踏まえた我が国企業の海外展開の実態及び課題を把握する

背景と目的

⚫ 上記背景を踏まえ、本事業では、現下の世界経済情勢も踏まえた、日本企業のサプライチェーンの実態及び課題、日本企

業のグローバル・バリューチェーンへの参加の実態及び課題、日本企業のオフショアリング／リショアリングに対する考え方等に

ついて、定量的・定性的に調査・分析し、当該分析結果を基にテーマに即した現状の整理、課題の抽出、政策案のとりまと

め等を行い、今後の通商政策の企画立案や2023年版通商白書作成等の基礎資料とすることを目的とする。

当該目的達成のため、以下調査・分析を行う

1. GlobalTradeAtlas等を用いた、ロシアによるウクライナ侵略前後における世界の貿易構造に変化の有無の比較検証分析

2. 国際産業連関表やOECDTiVA等を用いたサプライチェーン及びグローバル・バリューチェーンの実態分析

3. 現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業の売上・利益・投資・雇用等の現状及び見通しや今後の経営課題把握

4. 現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握

5. 日本企業のオフショアリングリショアリングに対する考え方の把握

6. コロナ前後の日本企業の調達行動の変化企業活動基本調査及び海外事業活動基本調査の個票データを用いた分析

7. 日本企業のグローバル化と生産性の関係分析企業活動基本調査及び海外事業活動基本調査の個票データを用いた分析

8. 輸入競争による日本の産業・企業・雇用への影響分析企業活動基本調査及び海外事業活動基本調査の個票データを用いた分析

9. 海外現地法人の国内への資金還流の実態について国別・業種別、企業活動基本調査及び海外事業活動基本調査の個票データを用い

た分析 等

本事業の背景

本事業の実施事項

⚫ 新型コロナウイルスによるパンデミックから回復途上にあった世界経済は、ロシアのウクライナ侵略によるエネルギー・食料による

コストプッシュインフレに加え、サプライチェーンの混乱による需給の不均衡、労働市場の人手不足等により、不確実性を増し

ている。このような状況の中、貴省は、現下の世界経済情勢を踏まえた日本企業の海外展開の実態及び課題を把握して、

政策立案に適切につなげていくことが必要であると考えている













8Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

世界主要国間の輸出額（2020年）、百万ドル

過去4年にわたり中国は輸出額で世界1位を維持。

対米国の輸出額は全世界の二国間貿易額で最大である

グローバル・サプライチェーンの動向 - 世界貿易

出所：IMF

輸出先→ 米国 中国 ドイツ フランス オランダ 日本 韓国

米国 - 124,627 57,795 28,285 45,521 64,098 51,218 

中国 452,832 - 86,998 37,272 79,057 142,722 113,029 

ドイツ 118,688 110,373 - 103,870 96,644 20,157 20,706 

フランス 37,402 20,137 71,073 - 18,485 6,529 5,511 

オランダ 30,075 17,846 157,991 57,858 - 5,616 7,662 

日本 118,293 140,544 17,402 5,639 10,818 - 44,392 

韓国 74,531 132,580 9,577 3,039 3,987 25,086 -

輸出先→ 米国 中国 ドイツ フランス オランダ 日本 韓国

米国 - 151,442 65,333 30,599 53,080 74,565 65,942 

中国 577,636 - 115,267 46,474 102,482 165,902 150,553 

ドイツ 144,898 123,715 - 121,548 119,429 21,898 22,788 

フランス 41,515 28,436 83,483 - 23,675 7,760 5,672 

オランダ 35,114 18,882 206,420 75,048 - 5,133 10,356 

日本 135,775 163,599 20,750 6,677 12,588 - 52,507 

韓国 96,307 162,913 11,110 4,654 5,811 30,062 -

世界主要国間の輸出額（2021年） 、百万ドル

世界主要国間の輸出額（2018年）、百万ドル

輸出先→ 米国 中国 ドイツ フランス オランダ 日本 韓国

米国 - 120,341 57,654 37,361 49,391 74,967 56,344

中国 480,689 - 78,155 31,428 73,289 147,565 109,524

ドイツ 135,287 110,548 - 124,560 107,619 24,566 21,078

フランス 45,659 24,504 84,513 - 21,133 7,870 5,150

オランダ 31,152 15,004 173,839 61,502 - 5,254 7,353

日本 140,617 143,998 20,893 7,073 12,728 - 52,507

韓国 73,314 162,168 9,433 3,624 4,822 30,595 -

輸出先→ 米国 中国 ドイツ フランス オランダ 日本 韓国

米国 - 106,627 60,296 35,434 51,233 74,653 56,897 

中国 418,582 - 79,706 33,104 73,945 143,224 110,985 

ドイツ 133,667 107,743 - 119,302 102,459 23,484 19,648 

フランス 47,541 23,470 79,248 - 19,935 8,667 5,833 

オランダ 32,994 15,565 167,521 59,534 - 5,105 5,139 

日本 140,394 134,710 20,230 6,841 11,905 - 46,256 

韓国 73,892 136,273 8,707 3,381 4,247 28,420 -

世界主要国間の輸出額（2019年） 、百万ドル

• 中国の対米国輸出額は2019年にコロナの影響を受けて減少したが、2020年から回復し、2021年にかけては27.6%増加した。
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過去20年間で中国の貿易が増加し、日本とアメリカのシェアは低下した。

ASEANの輸出も成長し、存在感を増してきた

エグゼクティブ・サマリー：サプライチェーンの国別動向

自動車国 エレクトロニクス全体

世界貿易に占める日本のシェア

は、2000年の9%から2018年に

は5%に低下
日本

エネルギー自給率11%の日本は、

エネルギー需要を中東に大きく依

存している

日本の自動車産業は、2018年

の国内生産が2012年比で14%

減少

電子製品の輸入の52%が中国

からであるため、日本は電子製品

を中国と台湾に大きく依存してい

る

米国の製造業は世界不況後

(2009年) に減少し、市場シェア

は2000年の15%から2018年に

9%に減少

EUは統合されたサプライチェーンを

持つ主要輸出国であり、世界貿

易における2018年の市場シェアは

14%

中国がWTOに加盟した2001年

以降、中国の輸出は大幅に増加

し、15%の市場シェアを持つ主要

輸出国となっている

ASEANは現在、産業を超えた製

造業が統合されたサプライチェーン

に移行し、内需の拡大もあり成

長している

アメリカは2019年にエネルギー独

立国となり、ロシア・ウクライナ戦

争中にEUへの輸出も開始した

EUの石油の78%はロシアからの

輸入であり、ロシアに対するエネル

ギー依存度が高い。 戦争に伴い

、EUはロシアの代替案を模索し

始めた。

ロシアとウクライナの紛争中、中

国のロシアからのエネルギー輸入

は80%増加した。

ASEANは中東からの輸入に大き

く依存している

世界不況後、米国の3大自動車

は課題に直面し、市場シェアは

2000年の21%から2018年に12%

に減少

東欧等が自動車産業に加わり、

EUの輸出シェアは2000年の20%

から2018年には27%に増加

中国は2021年に2,627万台を販

売する最大の自動車市場となり

、自動車部品製造のリーダーに

タイが 「アジアのデトロイト」 となり

、ベトナムも急速に成長中。

ASEANの自動車産業は大きく成

長している

新しい技術革新によってアジアが

リードし、エレクトロニクス分野にお

ける米国の市場シェアは2000年

の20%から2018年には7%に減

少した

EUは研究開発により重点を置き

、エレクトロニクス製造への関与を

減らす

中国は安い労働力と先進技術に

より、31%の市場シェアを持つエレ

クトロニクス産業の市場リーダーと

なった

マレーシアとシンガポールは半導体

産業を確立しつつあり、ASEANは

新たな輸出国となってきている

USA

EU

中国

ASEAN

エネルギー

サプライチェーンの国別動向 プラスの影響 影響なし マイナスの影響

出典 TiVA (OECD) 、NRI分析
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◼分析においては、ウクライナ戦争前後で大きな影響が確認されている産業セクターとして、主要産業の一角である自

動車及びエネルギーを選定し、ウクライナ前後の貿易構造を比較した

◼貿易構造の比較においては、コロナパンデミック前後の比較も行い、初期状態（コロナ前）との違いも併せて見える

化した

調査の観点）以下を検証仮説（短期）として分析を行った

グローバル・サプライチェーンの見通し

エネルギー 自動車

コロナ前

~2019.12
• 初期状態 • 初期状態

コロナ初期

~2020.12
• タンカー等が遅延し、貿易量の減少につながる

• コンテナ船が多くの港で止まる等して混乱が生じ、貿易量の

減少につながる

コロナ後期

~2022.1
• 初期状態に近い状態に戻す

• コンテナ船の動きは戻るが、中国から他国へのSCＭが依然

滞る

• 中国からASEANへのシフトが一部見られる

ウクライナ戦争

2022.2~

• ロシアから欧州・中国以外のアジアへの輸出が大幅に減少す

る

• インド等がロシアから大量にエネルギーを輸入する

• 制裁の影響でロシアへの供給が止まる

• 中国からASEANへのシフトが加速する

図表 検証仮説（短期）

注）転換点に色付け

出所：NRI作成
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調査の観点）以下を検証仮説（中長期）として分析を行った

グローバル・サプライチェーンの見通し

自動車 電機・電子 エネルギー

1998年

• 完成車工場の周辺で部品メーカーが垂

直統合モデルで生産

• 中国、ASEANに積極投資

• 完成品及び部品メーカーが水平分業モ

デルで生産

• 中国、韓国、台湾が主要な生産地域に

• 中東、ロシアからの資源輸出が主流

• 消費国は先進国中心

2008年

• 供給面：上記の動きが加速

• 需要面：中国の市場としての規模が拡

大

• 供給面：上記の動きが加速

• 需要面：中国の市場としての規模が拡

大

• 米国でのシェール革命の影響を受け、米

国のエネルギー輸入が止まる

• 新興国が主要な消費国として台頭する

が、供給元は変わらない

2018年

• トランプ大統領の影響で、中国の一部

メーカーが米国の関わるグローバルSCMか

ら締め出される

• ASEANの比重が増す

• トランプ大統領の影響で、中国の一部

メーカーが米国の関わるグローバルSCMか

ら締め出される

• ASEANの比重が増す

• 半導体不足に

• 上記の動きが加速

図表 検証仮説（中長期）

注）転換点に色付け

出所：NRI作成

◼分析においては、国際産業連関表の存在する2018年を起点とし、10年前の2008年、20年前の1998年 (2000年)

の3時点間で比較した

◼前頁の自動車及びエネルギーに加え、キーコンポーネントしての重要性が一層高まっている半導体を含む、電機・電子

も対象とした
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ロシア・

ウクライ

ナ戦争
コロナコロナ

ロシア・

ウクライ

ナ戦争

ロシア・

ウクライ

ナ戦争

コロナ

ロシア・

ウクライ

ナ戦争

コロナ

ロシア・

ウクライ

ナ戦争
コロナ

ロシア・

ウクライ

ナ戦争

コロナ

• 関税と制裁の増加: 米国が自動車部品やコンピュ

ーターチップ生産用機械の輸入を減らしたため、貿

易戦争は中国市場に若干の影響を与えた。 今後

数年で更に影響が出る可能性もあり。

• 貿易ルートの変化: 多くの業者が規制を避けるため

に中国やアメリカの商品の輸出入をベトナムやメキ

シコ経由で行いはじめた

• 規制と短期的な貿易の落ち込みにもかかわらず、

供給はパンデミックの影響を大きく受けなかった

• 供給不足: 自動車の需要は影響を受けなかったも

のの、ロックダウンや半導体不足により供給は少な

かった

• これが納期や生産の遅れにつながった

米中貿易戦争

コロナ (2020年)

• 戦争は自動車産業に大きな影響を与えなかった

• 自主的・政府による制裁: 多くの国がロシア製品に

制裁を加えたものの、ロシアは自動車の主要な貿

易国ではないため、影響は軽微である

ロシア・ウクライナ戦争

米国による自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

EUによる自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

英国による自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

中国による自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

日本による自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

ASEANによる自動車部品輸入額 (2019年-2022年)

サプライチェーンはコロナパンデミックから急速に回復し、ロシア・ウクライナ戦争の影響はほとんど

受けなかった。米中貿易戦争の影響は、今後現れる可能性がある

自動車産業における近年のサプライチェーンの混乱 (2019-2022年)

主な地政学的事象

出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 8708、自動車用部品・附属品

10億米ドル 10億米ドル

10億米ドル 10億米ドル

10億米ドル 10億米ドル
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コロナコロナ

日本は半導体や集積回路の調達を中国や台湾に大きく依存している。 ASEANからの輸入も

緩やかに伸びている。

半導体・集積回路（日本）
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日本による半導体デバイス・部品の輸入

日本の半導体・集積回路産業の動向

• 日本は国内で自動車・電機・電子産

業の製造をしていることから、半導体・

集積回路 (チップ) の需要が増加して

おり、輸入増加につながっている。

日本における高い需要

• 日本はこの20年間、半導体やチップの生産で遅れをとっている

• かつては半導体やチップ産業の先進国であった。しかし、現在では最

先端のチップを作るための技術力や人材が不足している

• インフラの不足と競争の激化により、半導体・集積回路の中国と台

湾への依存が増している

国内の半導体産業

• 日本は、チップファウンドリー建設に対する補助金を発表

し、台湾最大の半導体・チップメーカーであるTSMCのプ

ラントを日本に誘致した

• また、日本のメーカーやベンダーは、中国・台湾への依存

度を下げるため、ASEANからの輸入を増やし始めている

ものの、未だあまり実を結んでいない

中国・台湾への依存を軽減する試み

日本による集積回路の輸入

10億米ドル 10億米ドル

出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 8541 (Semiconductors) 出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 8542 (電子集積回路)
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コロナコロナ

台湾の半導体や集積回路の主要な買い手は中国である

ASEANへの輸出も、世界の輸出における重要性が増しているため、緩やかに増加している

半導体・集積回路（台湾）
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台湾の半導体・集積回路産業の動向

台湾の半導体デバイス・部品輸出額 台湾の集積回路輸出額

米ドルでBn 米ドルでBn

政府支援: 台湾は半導体と集積回
路の最大の輸出国

• 台湾政府は1947年以来、半導
体産業を構築するためにイン
フラ、技術、人材育成に多額
の投資を行っており、最大の
輸出国となった

台湾のファウンドリーモデル:1980年後
半から1990年にかけて、台湾企
業はファウンドリーモデルの先駆
者となった
• 他国の企業が設計したチッ

プの製造に特化
• 台湾は現在、世界の5大ファ

ウンドリー企業のうち2社の
本拠地であり、世界の総生
産能力の20%*を保有してい
る

TSMC: TSMCは台湾発の世界一の
半導体・チップメーカー
• チップ製造受託の世界市場で

約55%**のシェアを有する
• しかし、不確実性が高まる中、

TSMCは事業の多様化と米国、
日本、EUなど他国への事業拡
大を目指している

中国の輸入: 半導体とチップは
すべての自動車と電子機器の製
造に欠かせない
• 中国は自動車だけでなく電

子機器の最大の市場と生産
国の一つであるため、台湾
の半導体とチップの最大の
買い手の一つである

米国と日本の代替国からの輸入:
• 中台間の緊張が続いている

ため、米国と日本はASEAN

のような代替国からの輸入
を加速させている。

• しかし、台湾では代替の利
かない先進的なチップを製
造しており、米国や日本へ
の輸出にはあまり変化がな
い。

出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 8541 (Semiconductors) 出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 8542 (電子集積回路)

ロシア・ウクライナ戦争ロシア・ウクライナ戦争

*出所：BCG and Semiconductor Industry Association, 

“Strengthening the Global Semiconductor Supply 

Chain in an Uncertain Era”

**出所：Times誌
（https://time.com/6219318/tsmc-

taiwan-the-center-of-the-world/）
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ロシアのドイツ、イギリス向け輸出はウクライナ戦争により減少したが、インド・中国向けは大幅

に増加した

近年のエネルギーサプライチェーンの混乱 (2019-2022年)

日本のエネルギー輸入量 (2019-2022年) 米国のエネルギー輸入量 (2019-2022年)

中国のエネルギー輸入量 (2019-2022年) インドのエネルギー輸入量 (2019-2022年)

英国のエネルギー輸入量 (2019-2022年) ドイツのエネルギー輸入量 (2019-2022年)

• ロシアはウクライナ侵攻後の2022

年3月から石油を割引価格で販売
している

• 戦争中、西側諸国が輸入を制限し
制裁を加えたため、インドと中国
がロシア産原油の最大の買い手と
なった

• ドイツは ロシア製品に厳しい制裁
を課しており、ロシア産原油の輸
入量が他の欧州諸国と同様に減少
している

中国とインド

ドイツ

• アメリカは2019年にエネルギー独
立国となった。しかし、依然とし
てメキシコや中東からエネルギー
を輸入している

• 米国の総石油純輸入量は2021年に
増加し始めたが、その大部分は国
内の原油生産の減少によるもので
ある

米国

各国の主な動向10億米ドル 米ドルでBn

米ドルでBn 米ドルでBn

米ドルでBn 米ドルでBn
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出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 2709, Petroleum Oils and Oils Obtained From Bituminous Minerals, Crude
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コロナ
ロシア・ウクライナ

戦争

日本の原油輸入はコロナ期間中に減少したが、パンデミック後に再び増加した

ロシアからの輸入が減少し、中東諸国への依存度がさらに増している

日本のエネルギー貿易
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日本のエネルギー産業の動向

日本はエネルギー需要の面で中東諸国への依存度が高く、エネルギー自給率はアメリカの106%、イギリスの75%に対して日本は11%と非常に限られた資源しか持っていない。

価格の上昇

ロシア・ウクライナ戦争によるエネルギー産業の混乱で、天然

ガスだけでなく原油の価格も大幅に上昇し、日本にとって

輸入コストが高くなっている。価格が上昇した影響もあり、

日本の輸入額は増加している。

日本の対ロシア原油依存度は3.6%に過ぎないが、ロシア・

ウクライナ戦争の影響で減少し、UAEやサウジアラビアをは

じめとする中東からの輸入依存度が増している

ロシア・ウクライナ戦争前、日本はロシアからの輸入を増や

し中東への依存を減らすため、サハリン1&2などのプロジェク

トに多額の投資をしている。戦争開始後も日本は権益の

維持を主張しているものの、先行きは不透明になっている。

ロシアへの依存 ロシアのエネルギーへの高い投資

10億米ドル

出所：Global Trade Atlas (S&P Global);コード 2709, Petroleum Oils and Oils Obtained From Bituminous Minerals, Crude

日本のエネルギー輸入量 (2019年~2022年)
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OECD・国際産業連関表（ICIO）を用いて、完全代替・非代替、需要型・供給型を組合せ

て作成した4つの分析モデルを使用し、台湾における電子部品が10％生産減となった例を想

定して経済効果を試算した

ICIOを用いた分析

◼ 国際産業連関表を用いた産業連関分析については、エクセルを活用し、4つの推計モデルを作成した（モデルの説明についてはp.35以降で詳述）

⚫ モデル１（完全代替・需要型）
• 生産要素の完全代替を前提とする、レオンチェフ型の最終需要減少の影響を分析する後方連関分析を目的としたモデル。

⚫ モデル２（完全代替・供給型）
• 生産要素の完全代替を前提とする、ゴーシュ型の供給制約の影響を分析する前方連関分析を目的としたモデル。

⚫ モデル３（完全代替・供給型＋完全代替・需要型のハイブリッド型）
• 生産要素の完全代替を前提とする、上記モデルIとモデルIIとを組み合わせたモデル。

⚫ モデル４（完全非代替・供給型＋完全代替・需要型のハイブリッド型）
• 生産要素の完全非代替を前提とし、供給制約の影響を分析する前方連関分析モデルを用いて各国の電子機器産業部門を対象に影響を

分析した後、需要型のモデル１にて後方連関分析を行ったモデル。

◼ いずれのモデルでも、台湾経済を内生化したモデルを用いた

⚫ 理論的には、台湾における生産減少を前提とする場合、台湾経済を外生化して分析を行うのが通常である。

⚫ ただし、台湾における生産減少が生じるのが数カ月間だと想定されるため、産業連関分析が対象範囲とする期間（1年～数年）を想定すると、そ

の期間中ずっと生産減少が続き、それが台湾内の他産業に全く影響しないとは考えにくい。

⚫ 以上より、台湾経済を内生化したモデルを使用することには一定の合理性が認められることから、今回は内生化したモデルを採用した。

◼ モデル作成にあたっては、下田充・藤川清史「産業連関分析モデルと東日本大震災による供給制約」（『産業連関』 Vol.20 No.2、2012年6月）を参

考にした。また、モデル作成は、愛知学院大学経済学部教授・藤川清史先生の助言を得ながら進めた。

◼ 本分析は、具体的には「半導体」を想定しているが、OECDの国際産業連関表では、産業部門26「D26_Computer, electronic and optical 

equipment」が最小の分類となるため、これを利用した。また、年次については公表されている最新の2018年表を使った。
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本分析による主な示唆のまとめ

ICIO分析の結果

◼台湾において電子部門の生産額が10％（22,168百万米ドル）低下した場合の世界経済への影響は、347~488

億米ドルとの結果となった。

→世界経済への影響は、台湾における生産減少額のおよそ1.6～2.2倍に膨らむ

◼供給制約を分析対象としたモデル２～４では、台湾における生産減少の影響は台湾自体（65～79億米ドル）よ

りも、台湾から電子部品を多く輸出する中国への影響の方が大きくなることが判明した（172～206億米ドル）。

→台湾における生産減少は、その産業構造の結びつきの強さから、中国の産業にこそ大きな影響を与える

◼半導体等を含む、台湾での電子部門の生産額減少（10％減）により、日本にも最大34億米ドル（約4,500億

円）規模の影響が及ぶことが示された。

→日本においては、レジリエンシー確保のためにも、半導体等工場の国内誘致を引き続き進めるべき
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生産要素の完全代替を前提とする、レオンチェフ型の最終需要減少の影響を分析する後方

連関分析を目的としたモデル

ICIO分析の理論的枠組み モデル１（完全代替・需要型）理論

◼ 3 つの国からなる経済を考え、国3で生産額が減少したとする。ここで国3を外生とすれば、国1と国2の均衡式は次のようにあらわされる。

◼ 𝐴𝑖𝑗は国 j による国 i からの投入係数行列であり、需要モデルではこれを固定と仮定する。 𝑥𝑖 国i の生産ベクトル， 𝑓𝑖 は国i 産品に対する最終需要ベクト

ルをあらわす。(1)式を𝑥1、 𝑥2について解くと，均衡生産量（次式）を得る。

◼ ここで国3の生産量が△𝑥3だけ減少したとすると、国1 と国2の生産量の変化は、次式で求められる。

◼ 本式の𝐴𝑖3 △𝑥3は，国3による国i 産品への需要の減少額であり，(3)式は国3の生産減少がもたらす後方連関効果を計測している。

◼ なお、上記では説明のため国3を外生化したモデルを前提としたが、実際の計算においては、生産減少が発生した台湾も内生化したまま計算を行った。

出所：下田充・藤川清史「産業連関分析モデルと東日本大震災による供給制約」（『産業連関』 Vol.20 No.2、2012年6月）より引用し作成
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生産要素の完全代替を前提とする、ゴーシュ型の供給制約の影響を分析する前方連関分析

を目的としたモデル

ICIO分析の理論的枠組み モデル２（完全代替・供給型）

◼ 3 つの国からなる経済を考え、国3で生産額が減少したとする。ここで国3を外生とすれば、国1と国2 の生産は次のようにあらわされる。

◼ 𝐺𝑖𝑗 は国 i から国 j への配分係数行列であり， 𝑣𝑗 は国 i の付加価値ベクトルである。同式を𝑥′1 、 𝑥′2について解くと、次式が得られる。

◼ 国3の生産が△𝑥3だけ減少したとすると，国 1 と国の 2 の生産量の変化は，次式で求められる。

◼ 同式の△ 𝑥′3𝐺3𝑗は、国 i による国3産品の投入の減少額であり，本式は国3の生産減少がもたらす前方連関効果を計測している。

◼ なお、上記では説明のため国3を外生化したモデルを前提としたが、実際の計算においては、生産減少が発生した台湾も内生化したまま計算を行った。

出所：下田充・藤川清史「産業連関分析モデルと東日本大震災による供給制約」（『産業連関』 Vol.20 No.2、2012年6月）より引用し作成
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生産要素の完全代替を前提とする、上記モデルIとモデルIIとを組み合わせたモデル

ICIO分析の理論的枠組み モデル３（完全代替・供給型＋完全代替・需要型のハイブリッド型）

◼ 需要型モデルでは中間財の投入構造を固定係数とし、供給型のモデルでは中間財の販路構造を固定係数とする。

◼ しかし、販路のシェアは、中間財の生産時の技術的な関係と異なり、調整が可能であると考えられるので，モデル１で表された波及効果のステップが，長

期にわたって続くことは現実的ではないという考えは一定の妥当性を有する。

◼ ここでは、最初のステップにおいてゴーシュモデルで表現される前方連関効果が作用し、以後においてはレオンチェフモデルによる後方連関効果が働くモデルを

想定する。

◼ 国3を外生とした3国モデルを例とする。いま国3の生産が△𝑥3だけ減少したとする。

◼ ここで最初のステップにおいて，ゴーシュモデルによる前方連関効果が働くとすると、国 1 と国 2 の生産の減少はそれぞれ𝐺′31△𝑥3、 𝐺′32△𝑥3となる。

◼ ゴーシュモデルでは，同様の（前方への）波及プロセスが更に持続すると考える。しかしここでは、次のステップからはレオンチェフモデルによる後方連関効果

が働くものと想定する。このとき国2と国3の生産減少は、 𝐺′31△𝑥3、 𝐺′32△𝑥3 に逐次投入係数を乗じてそれらを累計した、次式により求められる。

◼ なお、上記では説明のため国3を外生化したモデルを前提としたが、実際の計算においては、生産減少が発生した台湾も内生化したまま計算を行った。

出所：下田充・藤川清史「産業連関分析モデルと東日本大震災による供給制約」（『産業連関』 Vol.20 No.2、2012年6月）より引用し作成
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生産要素の完全非代替を前提とし、供給制約の影響を分析する前方連関分析モデルを用

いて各国の電子部門を対象に影響を分析した後、需要型のモデルⅠにて後方連関分析を

行ったモデル

ICIO分析の理論的枠組み モデル４（完全非代替・供給型＋完全代替・需要型のハイブリッド型）

◼ A、B の 2 国と 2 財からなる世界を考え、各国・部門の取引額は図 3 のようにあらわされるとする。完全非代替型の生産関数を想定すると、国A と国 B 

の各財の生産関数は次のように表すことができる。ただし、α は投入係数、τ は付加価値係数である。

◼ いま、国A において労働や資本の投入が減少し、国 A の第 1 財の付加価値が𝞪1の率で減少したとすると、国Aの付加価値の投入は 𝑣1
𝐴 (1−𝞪1)となり，

(a)式より，国Aの生産は同率で減少し、𝑣1
𝐴 (1−𝞪1)/𝛕1

𝐴となる。

◼ 国Aによる生産の減少は、これを中間財として投入する国Bの生産に影響を与えるが、その変化の大きさは，国Aによる生産物がどのように配分されるかに

依存する。本稿の分析では配分比率が生産額減少前と同じであると仮定するものの、国Bの第2財への影響は無視してよいほどに小さいと仮定する。

◼ このとき国 Bの財1の生産は、以下の式であらわすことができる。

◼ ただし，△𝑥1
𝐴は国A財1の生産減少額、g は配分係数であり、それぞれ次のようにあらわされる。

◼ 本モデルでは、分析の結果算出された𝑥1
𝐴
、𝑥1

Bを用いて、モデル１と同様の計算を行う。

◼ なお、上記では説明のため国Aを外生化したモデルを前提としたが、実際の計算においては、生産減少が発生した台湾も内生化したまま計算を行った。

・・・(a)

・・・(b)

出所：下田充・藤川清史「産業連関分析モデルと東日本大震災による供給制約」（『産業連関』 Vol.20 No.2、2012年6月）より引用し作成
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過去20年間、3産業全体の一人当たり売上高はほぼ横ばいで推移。

各産業でみると、小売業では下落が見られる

③現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業の売上・利益・投資・雇用等の現状及び見通しや今後の経営課題把握

◼ 製造業及び卸売業は、2018年までは緩やかに成長していたが、直近2年で2001年と同水準に戻っている

◼ 小売業は、産業として売上規模が拡大したが、それ以上に従業者数が増え、一人当たり売上高は20年で約2割落ちている

主要産業別一人当たり売上高

出所：経済産業省「企業活動基本調査」
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国内現法の設備投資額は直近2年連続で減少。海外現法の設備投資額は凡そ横ばいで推

移しており、全体の投資に占める海外設備投資の割合は直近年度で減少

◼ 2020年度の製造業現地法人の設備投資額は3.2兆円（青棒グラフ）。

◼ 海外設備投資比率は前年度比2.7ポイント下落し、19.4%。

◼ 海外設備投資に対する国内法人企業の設備投資の規模は、2011年度で約3.6倍だったが、2020年度では約4.2倍に増加した。

③現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業の売上・利益・投資・雇用等の現状及び見通しや今後の経営課題把握

出所：経済産業省「第51回 海外事業活動基本調査」

現地法人設備投資額及び海外設備投資比率の推移（製造業）
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2020年度に設立された現地法人の3割弱がASEAN10に立地している

◼ 2020年度に新規設立された現地法人数は200社（前年度と比較して66社減）。地域別の割合では、ASEAN10が29.5%、中国

が19.0%、欧州が18.0%、北米が14.5%、その他アジアが7.0%、その他が12.0%となっている。

◼ 新規設立社の割合を地域別に見ると、欧州、北米に進出した企業の割合が拡大。ASEAN10、その他アジア、中国に進出した企業

の割合は減少。

◼ 2020年度に進出先から撤退した現地法人数は770社（前年度と比較して167社増）で、このうち製造業は305社（同89社増）、

非製造業は465社（同78社増）となっている。

③現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業の売上・利益・投資・雇用等の現状及び見通しや今後の経営課題把握

出所：経済産業省「第51回 海外事業活動基本調査」

新規設立・資本参加時期別現地法人の地域別割合 撤退現地法人数の推移

200社
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製造業の設備投資はアジアを中心に実施されてきたものの直近では停滞。

2019年度から2020年度にかけては、輸送機械を中心に多くの業種で減少

◼ 直近年度では、輸送機械を中心に海外現法の設備投資額が減少。

◼ 地域別では、アジア、北米、欧州のいずれもで設備投資額は減少。アジアの中では、ASEAN10、中国、その他アジアがいずれも減

少。

③現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業の売上・利益・投資・雇用等の現状及び見通しや今後の経営課題把握

製造業主要業種別の現地法人設備投資額地域別の現地法人設備投資額

出所：経済産業省「第51回 海外事業活動基本調査」
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生産）海外生産比率の上昇トレンドはコロナ禍でも変わらず、2020年に過去最高値を更新

出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」「法人企業統計」から作成

日系製造業の海外生産比率の推移 (2006 ～ 2020)

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握
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生産）輸送機械、情報通信機械、はん用機械等が海外生産比率の上昇を牽引した

出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」「法人企業統計」から作成

日系製造業の業種別海外生産比率 (2020)

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握
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生産）中国に着目すると、繊維、電気機械、情報通信機械等は中国割合が高い

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握

日本企業の海外生産比率と中国の割合（2020年）

備考：円の大きさは中国に立地する日系製造業現地法人の売上額を示す

出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」から作成























106Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

サプライチェーンの実態把握に向けて、「取引先の理解・協力」・「データ連携」が主要な課題に

現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む我が国企業のサプライチェーンの実態及び課題

直接の取引先*1 2次取引先 3次取引先 4次取引先

375

182

142

115

107

49

2

97

52

親会社や公的機関等によるデータ共有基盤の整備

把握を行うためのノウハウ

取引先とのデータ連携

課題が分からない

その他（FA）

取引先の理解・協力

自社が扱う取引先情報のデジタル化

把握を行うためのリソース（人員・予算）の確保

対応できている（課題は特にない）

231

86

66

58

68

28

2

64

146

113

45

24

36

43

19

3

45

194

82

35

21

26

33

11

3

42

179

[N=559] [N=469] [N=334] [N=273]

出所：企業アンケートよりNRI作成

*1 質問文サプライチェーンの実態把握に向けた課題について、直接の取引先（仕入先／販売先）、取引先の取引先（2次取引先）、2次取引先の取引先（3次取引先）、3次取引先の取

引先（4次取引先）のそれぞれについて、実態把握状況に鑑みて当てはまるものをすべて選択してください。
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参考）JETRO調査では、欧州や北米への展開企業の半数以上が、今後サプライチェーンを見

直す意向。製造業の6割が、今後サプライチェーンを見直すと回答。

◼ JETRO調査によれば、コロナ禍以降2022年後半時点までに、サプライチェーン（生産・販売・調達）の見直しを行った企業の割合は

41.5％に上った。今後サプライチェーンの見直しを行う方針と回答した企業は50.2%となった。

◼ 地域別では、南西アジアのサプライチェーンの見直しを図った或いは今後図ると回答した企業が多かった。業種別では、製造業で見直

しを行うと回答した企業の割合が59.9%となった。

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握

出所：JETRO「2022年度 海外進出日系企業実態調査|全世界編」

地域別のサプライチェーン見直しの状況 業種別のサプライチェーンの見直しの状況
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参考）今後見直しを検討すべき内容として、調達や販売先の見直しを挙げる事業者が多数

◼ 主な製造業では、調達先の見直しを行う企業が57.5%。また、原材料・部品の変更、在庫の見直しの変更を行う企業が4割以上で

あった。

◼ 販売の見直しでは、販売価格の引き上げを行う企業が47.7%。販売先の見直し、販売製品の見直しなどを挙げる企業が3割程度

を占めた。

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握

今後の調達見直しの内容 今後の販売見直しの内容

出所：JETRO「2022年度 海外進出日系企業実態調査|全世界編」
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参考）調達先見直しの主な理由として挙げられた内容は、「原材料費の高騰」。

また、販売先見直しの主な理由として挙げられた内容は、「物流費の高騰」である

◼ 調達を見直す理由として挙げられた項目は、「原材料の高騰」（55.3%）。地域別ではタイ等のASEAN諸国、業種別では食品・

農水産加工品等で原材料費の高騰を回答した。

◼ 販売見直しの理由として挙げられた項目は、「物流費の高騰」（42.7%）。地域別では、フランス等の欧州、業種別では鉄鋼等で

物流費の高騰を回答した。

④現下の世界経済情勢を踏まえた海外現地法人を含む日本企業のサプライチェーンの実態及び課題把握

今後の調達見直しの主な理由 今後の販売見直しの主な理由

出所：JETRO「2022年度 海外進出日系企業実態調査|全世界編」
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日本への投資において、ビジネス環境の「安定性」を優位と考える企業が多い一方で、日本の

市場環境に対しては厳しい見方も

日本企業のオフショアリング/リショアリングに対する考え方の把握－日本に対する見方

国内に拠点を設置することの優位性（点数）*1

出所：企業アンケートよりNRI作成

*1 質問文：貴社は調達・生産・販売拠点・研究開発拠点を国内に立地させることの優位性は何にあると思いますか。最も当てはまるものを上位３位まで選択してください。

*2 質問文：日本では長く低金利環境が続いているにも関わらず、国内での設備投資が増えていない原因は何にあるとお考えですか。最も当てはまるものを上位３位まで選択してください。

*1・2 一位：3点、二位：2点、三位：3点とし、点数化して集計（点数が20以下の選択肢は除外）

国内での設備投資が増えていない原因（点数）*2

627

611

431

306

298

239

167

117

99

49

32

41

631

その他（FA）

分からない

洗練された日本の消費者の声を吸収で

きる

課題先進国という特徴を製品・サービス

の開発に生かせる

取引先との信頼関係を構築しやすい

調達・生産・販売が安定している

正確な情報が手に入りやすい

生活・社会基盤が安定しており安心し

てビジネス活動を行える

労働紛争が少なく安心して雇用できる

国内でしか利用できない高度な技能・

技術がある

大学など多様な主体と連携して製品・

サービスの開発が行いやすい

コアな技術やノウハウの流出防止

国や自治体、公的支援機関による補

助や支援が充実している

652

618

604

196

170

136

110

106

79

60

32

79

864

その他（FA）

分からない

回答数[N=621]

海外拠点に設備投資を行う方が、高

い投資収益率が実現できるため

少子化よる国内市場の縮小で、事業

継続環境は一層厳しくなるため

設備投資に見合うだけの調達・生産・

販売が見込めないため

高度な技能や知識を有する人材の獲得が

難しいため

一般的な技能を有する人材の獲得が難し

いため

国内拠点立地のための土地（工業用地）

の確保が難しいため

国内は電力コストが高く、海外の生産能力

拡大が効率的であるため

地震等の自然災害のリスクがあるため

サプライチェーンリスク軽減の観点から、海外

での設備投資が優先されるため

海外拠点の方が規制・制度によるビジネス

上の制約が小さいため

国内よりも海外拠点の方が税制上の優遇

や支援策が充実しているため

回答数[N=621]
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自動車部品の最大の輸入元は中国。コロナによる一時的な落込後、2022年は大きく拡大。

一方、輸出先としては、米国に加えASEAN6が急伸。中国はコロナ後に戻らず後退している

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 自動車部品の輸出入

自動車部品の主な輸入元（2017～2022年） 自動車部品の主な輸出先（2017～2022年）

2017 2018 2019 2020 2021 2022
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出所：財務省「貿易統計」

中国のプレゼンス拡大

• 2019年から2020年にかけて、コロナにより中国からの輸入が大きく落ち込

んだものの、2021年には回復し、2022年にはコロナ前を大きく上回ってい

る

ASEAN 6はコロナ前と同程度

• コロナによる落ち込みは中国程大きくなかったものの、コロナ後の回復も緩

やかであり、2022年はコロナ前をやや上回る水準である

• 結果、中国との差が拡がっている

自動車部品輸入動向

米国とASEAN 6のプレゼンス拡大

• 自動車部品の輸出先としては、米国がトップ、ASEAN6が2位。両地域

ともコロナにより2020年は落ち込んだものの、2022年にはコロナ前を上回

る水準に戻っている

中国は落ち込んだ輸出額が戻らず

• 中国向けは2019年及び2020年に落ち込んだ後、回復せず、2022年に

は更に落ち込んでおり、輸出先としてのプレゼンスが低下している

• 結果、輸出先としてはASEAN 6に抜かされ3位となった

自動車部品輸出動向
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ウクライナ戦争コロナ

ウクライナ戦争コロナ

参考）コロナ及びウクライナ戦争に伴う輸出入変化

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 自動車部品の輸出入

自動車部品の主な輸入元（2019年1月～2022年12月まで月次ベース）

自動車部品の主な輸出先（2019年1月～2022年12月まで月次ベース）
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自動車の輸入額はドイツが最大であるが、輸出額と比べると限定的。

輸出先は米国が最大であり、コロナによる落ち込み後に回復している。

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 自動車の輸出入

自動車の主な輸入元（2017～2022年） 自動車の主な輸出先（2017～2022年）

2017 2018 2019 2020 2021 2022

800
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1,000

十億円

369

615

460

636
697

496

出所：財務省「貿易統計」

ドイツが最大の輸入元

• 2018年までは輸入額の5割をドイツが占めていたが、2020年に落ち込ん

だ以降は回復せず、直近の金額シェアは32%～33%である

タイからの輸入が拡大

• 2020年からタイからの輸入額が大きく拡大。

日系メーカーのタイ生産車の逆輸入によるものと想定される

自動車輸入動向

最大輸出先は米国

• 米国への自動車輸出額は2020年に落ち込んだものの、直近ではコロナ

前の水準近くまで戻っている

• シェアで見ると、2017年に39%あったシェアが直近では33%と約6ポイント

下落している

オーストラリア・中国は増加傾向

• 輸出金額ベースでは、オーストラリア・中国は共に増加傾向。

直近シェアはそれぞれ8%程度である

自動車輸出動向
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半導体の輸入元としては、台湾が貿易シェアを伸ばしプレゼンスを拡大。

輸出先としては、中国・ASEAN 6・台湾向けの輸出額が増加傾向にある

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 半導体の輸出入

半導体の主な輸入元（2017～2022年） 半導体の主な輸出先（2017～2022年）

2017 2018 2019 2020 2021 2022
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出所：財務省「貿易統計」

台湾のプレゼンス拡大

• 従来より輸入元トップの台湾はコロナ以降、更にシェアを高め、2022年に

おいては輸入額の50%超を担う

中国がASEAN 6をリード

• 2021年以前はASEAN 6が輸入元2位だったが、2022年に中国が逆転。

台湾のプレゼンス拡大に伴い、中国・ASEAN 6とも輸入額シェアは低下

しているが、それぞれ15%程度のシェアを持つ

半導体輸入動向

半導体の主な輸出先は中国・ASEAN 6・台湾の3地域

• 2022年において、半導体輸出額は輸入よりも約16%多い

• 主な輸出先は、中国 (シェア24%)、ASEAN 6 (シェア24%)、台湾(シェア

21%)である。3カ国とも輸出額は増加傾向にある

• 一方、2019年まで3位だった香港は、米中対立等の影響を受けて輸出

額が減少し、以降回復に至っていない

半導体輸出動向
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参考）コロナ及びウクライナ戦争に伴う輸出入変化

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 半導体の輸出入

出所：財務省「貿易統計」

ウクライナ戦争コロナ

ウクライナ戦争コロナ

半導体の主な輸入元（2019年1月～2022年12月まで月次ベース）

半導体の主な輸出先（2019年1月～2022年12月まで月次ベース）
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電機・電子の輸入元は依然中国が4割と高いプレゼンス。上位3地域で輸入額の8割を占め

る。輸出先は、中国、ASEAN 6及び米国が上位。輸入元と比べると寡占度は低い

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - 電機・電子の輸出入

電機・電子の主な輸入元（2017～2022年） 電機・電子の主な輸出先（2017～2022年）
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出所：財務省「貿易統計」

輸入額では依然中国が大きなプレゼンス

• コロナにより、2020年に一時的な足踏みはあったが、2022年に向けて輸

入額は拡大

• 輸入額シェアで4割超を担う

ASEANが中国に続く

• 輸入額は拡大しているが、シェアは21～22%で推移し、拡大には至って

いない

台湾は半導体が牽引し輸入額シェアを2割近くまで拡大

電機・電子輸入動向

1・2位は輸入と同様に中国・ASEAN6

• 米中対立による抑制やコロナによる一時的な足踏みはあったものの、

2022年に向けて拡大

• 輸出額は増えているが、輸出額シェアに大きな変化はなく、中国が約

25%・ASEAN6が20%弱を占めている

半導体輸出の拡大に伴い、台湾のプレゼンスが拡大

• 輸入同様、輸出においても半導体輸出が牽引し、10%弱だった輸出額

シェアが10％超に拡大

電機・電子輸出動向
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石油はサウジ・UAEの中東二か国に大きく依存。

一方、石油関連製品は韓国をはじめ多様な国から輸入

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - エネルギーの輸入

石油の主な輸入元（2017～2022年）
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サウジアラビア及びUAEのプレゼンス拡大

• 2020年以降、サウジアラビア及びUAEのプレゼンスが高まり、2022年にお

いては、それぞれが約40%の輸入額シェアを持つ

ロシアからの輸入を停止

• ウクライナ戦争以降、輸入元5位のポジションにいたロシアからの輸入が減

少し、2022年9月以降は輸入額が0となっている

石油輸入動向

石油関連製品の主な輸入元（2017～2022年）

輸入元にバラつき

• 韓国が最大の輸入元ではあるものの、金額シェアは2～3割で推移してお

り、石油や石炭、LNGと比較すると調達先は分散している

石油関連製品輸入動向
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石炭及びLNGはオーストラリアに大きく依存。

資源価格の高騰等により、2020年を境に輸入額は大きく増加

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - エネルギーの輸入

石炭の主な輸入元（2017～2022年）
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オーストラリアのプレゼンス拡大

• 2022年におけるオーストラリアの輸入額シェアは前年から変わらず7割弱を

占める。資源価格の上昇等に伴い、オーストラリアからの輸入額が増加し

ている

オーストラリア以外では、ロシアを含む様々な国より調達

• ロシアからの2022年の輸入額は前年に比べて約65%増加した

• 輸入額シェアで見ると、過去10%程度で推移していたロシアのシェアは6%

に下落。一方で、インドネシアのシェアが前年比で3ポイント増加した

石炭輸入動向

LNGの主な輸入元（2017～2022年）

オーストラリアのプレゼンス拡大

• 2022年は、オーストラリアからの輸入額シェアの増加及び資源価格上昇

等に伴い、輸入額が大きく増加。

石油や石炭と比べ多様な国より調達

• オーストラリアが40％超の輸入額シェアを持っているが、石油や石炭に比

べると、LNGはマレーシア・カタール・米国・パプアニューギニア等、様々な国

から一定割合を調達。またロシアからの輸入も続いている

LNG輸入動向
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コロナ ウクライナ戦争

参考）ウクライナ戦争を境にロシアからの石油輸入が減少し2022年9月以降は0に。

一方、LNGや石炭の輸入額は、価格の高騰もありウクライナ戦争前を上回る

⑥コロナ前後の日本企業の輸出入行動の変化の把握 - エネルギーの輸入 – 対ロシア

ロシアからのエネルギー輸入額（2019年1月～2022年12月まで月次ベース）
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企業活動基本調査から導出した労働生産性の分布は以下のとおり

⑦日本企業のグローバル化と生産性の関係分析

出所：経済産業省「2021年企業活動基本調査」から作成

海外進出状況別の労働生産性分布

非海外進出・全産業

非海外進出・製造業

輸出FDIあり・全産業

標準偏差 0.963567

平均値 3.15761

標準偏差 0.712887

平均値 3.109646

標準偏差 0.853429

平均値 3.69178

※ FDI・輸出あり：海外関係投融資残高＞０もしくは

売上高内約ファイルに項目0311、0312、0313（いずれも

海外計）の数値が存在
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配当金・ロイヤリティとも中国及びASEANが伸びてきたが、2020年はコロナ禍の影響で

配当金が減少した

⑨海外現地法人の国内への資金還流の実態の把握

出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」から作成

日系海外製造業現地法人の配当・ロイヤリティの推移
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調査を通じて特定された日系企業の声は以下のとおり。

課題に対応しながら、新しい事業機会を獲得する動きが始まっている

調査結果まとめ

2. 企業行動の変化 3. 日本国としての事業機会

バリューチェーン・サプライチェーン

ヒト

モノ

カネ

情報

経営

資源

研究・企画 製造 販売

• 国内において人材投資に重きを置く

• 海外で優秀な人材を採用・育成・活用する

• 地域特性に見合った製品開発・展開 (高級品・廉

価品)を図る

• 資金を確保し、必要な投資を積極的に行う

• 現法向け輸出販売に加えて、配当・ロイヤリティモデ

ルを採用する

• デジタルを活用する

• サプライチェーンの最適化のためにデジタルを活用する

• 日本を軸とした研究

体制を強化する

• 欧米にも研究拠点

を設け分散する

• 各地域で、地域の

ニーズに合わせた研

究・企画を行う

• 地政学・感染症リス

ク等に向けた対策の

観点から、生産拠

点を分散する

• 仕入先・販売先と

の連携を強化する

• オートメーション・ロ

ボットを活用する

• 域内向け販売を拡

充し、物流費を抑え

ながら拡大する

• 戦略的な在庫積み

増しを図る

• 販売先、販売製品、

販売価格を見直す

国内投資

(国内回帰)

• 日本の方が安定してビジネス活動を行える、安定し

たサプライチェーンを維持できるので、日本への回帰を

検討している

• 高付加価値製品に重点をおいて、日本での生産ボ

リュームを増やしていきたい

輸出

• 対中関税を回避するため、国内での生産量を増加

し、輸出増に対応したい

• ASEANとの地域連携体制を構築し、輸出を拡大し

たい

海外投資

• コロナ等を経て改めてASEAN 6の重要性が向上。

ASEAN 6を中心に、生産拠点を構築し、第三国輸

出の拠点としたい

• 海外マーケットの獲得の観点では、北米・欧州・イン

ド・中国等、魅力のある市場を狙っていきたい

経営資源

・競争力
• 国内投資を強化し、人材投資（リスキリング）、デ

ジタル、研究開発を充実させたい
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